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松原市企業立地促進制度手続きのご案内
各奨励金の交付申請に必要な書類は次のとおりです。申請は奨励金の算出の根拠となる税を完納した日から当該完納した日の属する年度の３月末日までに行ってください。
下記の書類に加えて、請求書が必要となります。（日付や金額、内訳、領収書欄は誤記されると再提出となります。ご不明であれば　請求者の住所・氏名・電話番号・押印のみお願いします）

　　　市のホームページ（企業立地促進制度）にも請求書のデータがありますのでご利用下さい。
立地促進奨励金（規則第６条及び第７条）
1 企業立地促進奨励金交付申請書【様式第３号】
2 企業立地促進指定事業者指定通知書の写し（提出を求めた場合のみ）
3 奨励金の算出の根拠となる税を完納したことを証する書類（写し可）
4 建築物に関する「検査済証」の写し（既に提出済の場合は不用）
5 家屋及び土地に係る登記事項証明書（変更がなければ提出不用）又は償却資産に係る固定資産税の申告書の写し（毎回必要）
6 家屋の竣工図、償却資産の配置図その他奨励金の対象となる家屋又は償却資産の利用状況が確認できる書類（既に提出済の場合は提出不用）
7 土地面積1,500㎡以上、家屋200㎡以上の要件（条例第4条第1項第２号）により指定を受けた事業所は3名以上の従業員が常時働いていることを証明する書面
（雇用契約書と勤務実績表など）
8 その他、奨励金の支払いに必要な書類の提出をお願いする場合があります。
　雇用促進奨励金（規則第６条及び第８条）
※申請は事業開始後1年及び2年を経過した日から３ケ月以内に行ってください。

①　企業立地促進奨励金交付申請書【様式第３号】
②　企業立地促進指定事業者指定通知書の写し
③　奨励金の対象となる従業員の住所、氏名、生年月日を記載した名簿（様式不問）
④　③の従業員に係る雇用契約書の写し
⑤　③の従業員に係る実勤務時間等の勤務実績を証する書類
⑥　その他、奨励金の支払いに必要な書類の提出をお願いする場合があります。
土地活用促進奨励金（規則第６条及び第９条）
①　企業立地促進奨励金交付申請書【様式第３号】
②　固定資産税を完納したことを証する書類
③　指定事業者との間で締結した土地の賃借契約書の写し
④　指定事業者へ新たに土地を賃貸することによって土地の固定資産税の課税標準額が２倍以上となったことを証する書類
⑤　農地転用の場合は、その必要な手続を経たことを証する書類の写し。
⑥　その他、奨励金の支払いに必要な書類の提出をお願いする場合があります。

　　【お問い合わせ】
松原市市民生活部産業振興課　072-337-3112（直通）まで
